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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　密度０．９１～０．９６５ｇ／ｃｍ３であり、シングルサイト触媒によるエチレン系樹
脂で形成された中間層と、この中間層の両面に直接又は間接的に積層され、かつ密度０．
８８～０．９２５ｇ／ｃｍ３の範囲から選択され、前記中間層のエチレン系樹脂よりも少
なくとも０．０１ｇ／ｃｍ３低い密度を有するエチレン系樹脂で形成された被覆層とで構
成され、この被覆層のうち一方の層がシール層として形成され、他方の層がラミネート層
として形成された複合フィルムであって、前記中間層のエチレン系樹脂が直鎖状低密度ポ
リエチレンであり、前記シール層のエチレン系樹脂の密度ρS とラミネート層のエチレン
系樹脂の密度ρLとの関係が、ρS≦ρLであり、ラミネート層およびシール層のエチレン
系樹脂が、シングルサイト触媒を用いた直鎖状低密度ポリエチレンである複合フィルム。
【請求項２】
　シール層のエチレン系樹脂の密度ρSとラミネート層のエチレン系樹脂の密度ρLとの差
が、ρL－ρS＝０～０．０５ｇ／ｃｍ３である請求項１記載の複合フィルム。
【請求項３】
　中間層の厚みＴＩ，ラミネート層の厚みＴＬ，およびシール層の厚みＴＳとするとき、
各層の厚みが下記の関係式を充足する請求項１記載の複合フィルム。
　　　　　ＴＬ≧４μｍ，ＴＳ≧４μｍ
　　　０．２≦ＴＬ／ＴＩ≦３，０．２≦ＴＳ／ＴＩ≦３
【請求項４】
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　中間層、ラミネート層、およびシール層のエチレン系樹脂が、エチレンと、炭素数３～
１０のα－オレフィンとの共重合体である請求項１～３のいずれかの項に記載の複合フィ
ルム。
【請求項５】
　さらに、ラミネート層に基材フィルム層が積層されている請求項１記載の複合フィルム
。
【請求項６】
　基材フィルム層が、二軸延伸した基材フィルム層である請求項５記載の複合フィルム。
【請求項７】
　基材フィルム層がバリア性を有する請求項５又は６記載の複合フィルム。
【請求項８】
　基材フィルムの少なくとも一方の面に、バリア性樹脂およびバリア性無機成分から選択
された少なくとも一種でバリア層が形成され、このバリア層を介して基材フィルム層がラ
ミネート層に積層されている請求項５～７のいずれかの項に記載の複合フィルム。
【請求項９】
　中間層の一方の面にシール層を積層するとともに、他方の面にラミネート層を積層して
請求項１記載の複合フィルムを製造する方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、優れた低温ヒートシール性を有すると共に、高い強度、耐衝撃性及びハンドリ
ング性を備えた複合フィルムおよびその製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
包装用フィルム、特に食品包装用フィルムには、高圧法ポリエチレン（いわゆるＬＤＰＥ
）やチーグラー触媒を用いたエチレン－α－オレフィン共重合体（いわゆるＬＬＤＰＥ）
が使用されている。また、包装用フィルムに要求される特性、例えば、強度、耐衝撃性、
低温ヒートシール性、フィルム取扱性（ハンドリング性）などを充足するため、ポリエチ
レンフィルムを複合化したフィルムが提案されている。特開平６－３２０６８５号公報に
は、ガスバリア性樹脂層（バリア層）と、オレフィン系樹脂層（シール層）とを含むポリ
オレフィン系多層フィルムにおいて、被包装物が接する最内層（シール層）を、メタロセ
ン重合触媒を用いて得られた密度０．８８～０．９２ｇ／ｃｍ3 のエチレン系共重合体を
含有するオレフィン系樹脂で形成することが開示されている。このフィルムは、低温ヒー
トシール性、ガスバリア性は改善されているものの、耐衝撃性やハンドリング性が低下し
やすい。
【０００３】
特開平８－２５５９４号公報には、内層（シール層）が密度０．９４５ｇ／ｃｍ3 以上の
高密度ポリエチレンおよび密度０．９００ｇ／ｃｍ3 以下の軟質ポリマーとで形成され、
中間層が密度０．９３５ｇ／ｃｍ3 以上のポリエチレン系樹脂で形成され、外層が中間層
と同程度の耐熱性と耐衝撃性とを有するポリエチレン系樹脂で形成されたラミネート用多
層シーラントフィルムが開示されている。このフィルムは、シール層に高密度ポリエチレ
ンを用いているため、低温ヒートシール性が低く、外層のエチレン系樹脂の密度も高いた
め、耐衝撃性及びハンドリング性が低い。
【０００４】
特表平７－５０２２２０号公報には、０．９１５ｇ／ｃｍ3 を越える密度のオレフィンポ
リマーと、密度０．８８～０．９１５ｇ／ｃｍ3 の特定のエチレンコポリマーとで形成さ
れた基層（中間層）の両面に、密度０．８８～０．９１５ｇ／ｃｍ3 のエチレンコポリマ
ーで形成されたシール層を積層したフィルムが開示されている。また、特開平７－３１４
６２４号公報には、熱可塑性樹脂からなる層（中間層）の両面に、メタロセン触媒を用い
て調製した密度０．８８０～０．９３５ｇ／ｃｍ3 の特定のエチレン－α－オレフィン共
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重合体からなる層（シール層）が積層された共押出フィルムが開示されている。しかし、
これらのフィルムでは、低温ヒートシール性が低下するとともに機械的強度なども低下す
る。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、低温ヒートシール性が改善された複合フィルム及びその製造方
法を提供することにある。
本発明の他の目的は、優れた低温ヒートシール性と、高いフィルム強度、耐衝撃性及び取
扱い性とを両立できる複合フィルム及びその製造方法を提供することにある。
本発明のさらに他の目的は、前記優れた特性を維持しつつ、高いガスバリア性を備えた複
合フィルム及びその製造方法を提供することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、前記目的を達成するため鋭意検討の結果、エチレン系樹脂の密度が機械
的特性，低温ヒートシール性などに大きく影響すること、特定の密度および種類のエチレ
ン系樹脂を用いて特定の層構造のフィルムとすると、複合フィルムは高い低温ヒートシー
ル性を有するとともに、優れた引張り強度、耐衝撃性及び取扱い性を改善できることを見
いだし、本発明を完成した。
　すなわち、本発明の複合フィルムは、密度０．９１～０．９６５ｇ／ｃｍ３であり、シ
ングルサイト触媒によるエチレン系樹脂で形成された中間層（コア層）と、この中間層の
両面に直接又は間接的に積層され、かつ密度０．８８～０．９２５ｇ／ｃｍ３の範囲から
選択され、前記中間層のエチレン系樹脂よりも少なくとも０．０１ｇ／ｃｍ３低い密度を
有するエチレン系樹脂で形成された被覆層とで構成され、この被覆層のうち一方の層がシ
ール層として形成され、他方の層がラミネート層として形成された複合フィルムであって
、前記シール層のエチレン系樹脂の密度ρSとラミネート層のエチレン系樹脂の密度ρLと
の関係が、ρS≦ρLである。シール層のエチレン系樹脂の密度ρSとラミネート層のエチ
レン系樹脂の密度ρLとの差は、ρL－ρS＝０～０．０５ｇ／ｃｍ３程度である。前記複
合フィルムにおいて、ラミネート層およびシール層のエチレン系樹脂は、シングルサイト
触媒を用いたエチレン系樹脂である。各層の厚みは、中間層の厚みＴＩ，ラミネート層の
厚みＴＬ，およびシール層の厚みＴＳとするとき、例えば、下記の関係式で表すことがで
きる。
　　　　　　　　　　ＴＬ≧４μｍ，ＴＳ≧４μｍ
　　　　　０．２≦ＴＬ／ＴＩ≦３，０．２≦ＴＳ／ＴＩ≦３
　本発明には、さらに、前記ラミネート層に基材フィルム層が積層されている複合フィル
ムも含まれる。
　本発明の方法では、中間層の一方の面にシール層を積層するとともに、他方の面にラミ
ネート層を積層することにより前記複合フィルムを製造する。
　なお、本明細書において「ラミネート層」とは、基材フィルムなどの積層基材を積層す
るための層を意味する。
【０００７】
【発明の実施の形態】
本発明の複合フィルムは、少なくとも３層構造、すなわち中間層、この中間層の一方の面
に積層されたシール層、および前記中間層の他方の面に積層されたラミネート層とで構成
されており、各層は、それぞれエチレン系樹脂で形成されている。なお、中間層の両面に
は直接又は間接的に被覆層（シール層及びラミネート層）が積層されていればよく、前記
中間層とシール層との間、中間層とラミネート層との間には、１又は複数の他の層（例え
ば、エチレン系樹脂層）が介在していてもよく、介在する他の層の密度は特に制限されな
い。
中間層，シール層，ラミネート層などを形成するための前記エチレン系樹脂には、例えば
、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、中密度ポリエチレン、高圧下でラジカル重合した高
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圧法低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）などが
含まれる。エチレン系樹脂は単独で又は二種以上組み合わせて使用してもよい。
【０００８】
好ましい中間層は、高密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン及び
直鎖状低密度ポリエチレンから選択されたエチレン系樹脂で形成でき、好ましいラミネー
ト層およびシール層は、低密度ポリエチレン又は直鎖状低密度ポリエチレンの少なくとも
いずれか一方のエチレン系樹脂で形成できる。特に、中間層、ラミネート層、およびシー
ル層は、それぞれ、エチレンと、炭素数３～１８のα－オレフィン（α－Ｃ3-18オレフィ
ン）との共重合体で形成するのが有利である。
前記エチレン－α－オレフィン共重合体には、例えば、エチレンと、プロピレン、１－ブ
テン、１－ペンテン、１－ヘキセン、３－メチルペンテン－１、４－メチルペンテン－１
、１－ヘプテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセンなどのα－Ｃ3-18オレフィンか
ら選択された少なくとも一種とで構成された共重合体が含まれる。好ましいα－オレフィ
ンには、α－Ｃ3-10オレフィン、特に４－メチルペンテン－１、１－ヘプテン、１－オク
テンなどのα－Ｃ4-10オレフィン（例えば、α－Ｃ6-8 オレフィン）が含まれる。α－オ
レフィンの割合は、単量体（エチレン及びα－オレフィン）の総モルに対して、例えば、
１～５０モル％、好ましくは、２～４５モル％、さらに好ましくは３～４０モル％程度の
範囲から選択できる。
【０００９】
中間層用のエチレン系樹脂は、シングルサイト触媒（例えば、メタロセン触媒）を用いた
エチレン系樹脂であり、シール層及びラミネート層用のエチレン系樹脂はマルチサイト触
媒（チーグラー触媒）の存在下にイオン重合したエチレン系樹脂であってもよいが、前記
シングルサイト触媒を用いたエチレン系樹脂であるのが好ましい。
例えば、ＬＬＤＰＥには、シングルサイト触媒（例えば、メタロセン触媒）やマルチサイ
ト触媒（チーグラー触媒）を用いて、エチレンと前記α－オレフィンとを共重合した共重
合体が含まれる。シングルサイト触媒を用いて得られるＬＬＤＰＥ（以下、「Ｓ－ＬＬ」
と称する場合がある）は、チーグラー触媒を用いたＬＬＤＰＥ（以下、「Ｚ－ＬＬ」と称
する場合がある）に比べて分子量分布が狭く、低分子量成分が少ないため樹脂臭が少ない
。また、シングルサイト触媒は、α－オレフィン成分を多量にかつほぼ均一に分布させて
共重合できるため、低温ヒートシール性、滑り性、耐ブロッキング性が優れていることに
加えて、微細で強固な結晶をほぼ均一に形成できるため、透明性、フィルム強度、耐衝撃
性が優れるなど、種々の優れた特性を有している。
なお、シングルサイト触媒（例えば、メタロセン触媒、いわゆるカミンスキー触媒を含む
）は、活性点が均一（シングルサイト）であるという特色を有しており、メタロセン系遷
移金属化合物と有機アルミニウム化合物とで構成された触媒であり、無機物などの担体に
担持して使用できる。
【００１０】
エチレン系樹脂の数平均分子量は、例えば、０．５×１０4 ～５００×１０4 、好ましく
は１×１０4 ～１００×１０4 、さらに好ましくは２×１０4 ～５０×１０4 程度の範囲
から選択できる。エチレン系樹脂のメルトインデックス（ＭＩ，温度１９０℃，荷重２．
１６ｋｇ）は、例えば、０．１～２０ｇ／１０分、好ましくは０．２～１６ｇ／１０分（
例えば、０．４～１２ｇ／１０分）の範囲から選択できる。エチレン系樹脂の物理的性質
（例えば、ＭＩ、密度など）はＪＩＳ　Ｋ　６７６０に準じて測定できる。
【００１１】
本発明の複合フィルムの特色は、高密度のエチレン系樹脂で形成された中間層と、この中
間層の両面に積層され、かつ低密度のエチレン系樹脂で形成された被覆層とで構成された
３層構造を有しており、前記被覆層のうち一方の層（シール層）のエチレン系樹脂の密度
が、他方の層（ラミネート層）のエチレン系樹脂の密度と同等又は小さい点にある。この
ような層構成により、低温［例えば、８５～１１０℃、特に８５～１００℃程度］でヒー
トシールしても、高いシール強度を発現させることができ、ハンドリング性を高め、シー
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ル時の熱による中間層、ラミネート層の肉厚の低下と強度低下を抑制できるとともに、耐
衝撃性の低下も抑制できる。
【００１２】
［中間層］
中間層のエチレン系樹脂には、シングルサイト触媒（例えば、メタロセン触媒）を用いた
エチレン系樹脂、例えば、前記ポリエチレン（高密度、中密度、低密度、直鎖状低密度ポ
リエチレン）、好ましくはＨＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、特にＬＬＤＰＥが含まれる。特に好ま
しい中間層のエチレン系樹脂は、強度及び耐衝撃性の高いＳ－ＬＬである。
【００１３】
中間層のエチレン系樹脂の密度は、０．９１～０．９６５ｇ／ｃｍ3 、好ましくは０．９
１５～０．９５５ｇ／ｃｍ3 、さらに好ましくは０．９２～０．９４ｇ／ｃｍ3 程度であ
る。中間層のエチレン系樹脂の密度が０．９１ｇ／ｃｍ3 より小さいと複合フィルムの剛
性が低下し、０．９６５ｇ／ｃｍ3 を越えると複合フィルムの耐衝撃性が低下しやすい。
【００１４】
［被覆層（シール層及びラミネート層）］
中間層の両面に形成された被覆層のうち一方の層はシール層として形成され、他方の層は
ラミネート層として形成されている。
被覆層のエチレン系樹脂には、例えば、ＬＬＤＰＥ、ＬＤＰＥ、好ましくはＬＬＤＰＥが
含まれ、特にＳ－ＬＬが好ましい。
【００１５】
被覆層のエチレン系樹脂の密度ρCは、０．８８～０．９２５ｇ／ｃｍ3 （好ましくは０
．８９～０．９２ｇ／ｃｍ3 、さらに好ましくは０．９～０．９１５ｇ／ｃｍ3 ）程度で
ある。被覆層のエチレン系樹脂の密度が０．８８ｇ／ｃｍ3 より小さいと複合フィルムが
ブロッキングしやすくなり、０．９２５ｇ／ｃｍ3 を越えると複合フィルムのヒートシー
ル性や耐衝撃性が低下しやすい。
【００１６】
さらに、中間層のエチレン系樹脂の密度をρI ，被覆層のエチレン系樹脂の密度をρC と
するとき、前記被覆層のエチレン系樹脂の密度ρC は、前記中間層のエチレン系樹脂の密
度ρI よりも小さい（ρC ＜ρI ）。すなわち、中間層のエチレン系樹脂の密度ρI と、
被覆層のエチレン系樹脂の密度ρC との関係は、例えば、次の通りである。
【００１７】
密度差ρI-C （ρI －ρC ）＞０．０１ｇ／ｃｍ3

（例えば、ρI-C ＝０．０１～０．３ｇ／ｃｍ3 ）、好ましくは
密度差ρI-C ＞０．０１２ｇ／ｃｍ3

（例えば、ρI-C ＝０．０１２～０．０２５ｇ／ｃｍ3 ）、さらに好ましくは密度差ρI-

C ＞０．０１５ｇ／ｃｍ3

（例えば、ρI-C ＝０．０１５～０．０２５ｇ／ｃｍ3 ）
被覆層のエチレン系樹脂と中間層のエチレン系樹脂との密度差が０．０１ｇ／ｃｍ3 より
小さいと複合フィルムのヒートシール性や耐衝撃性が低下し、０．０８ｇ／ｃｍ3 を越え
ると複合フィルムがカールする場合がある。
【００１８】
さらに、本発明の特色は、シール層のエチレン系樹脂の密度ρS とラミネート層のエチレ
ン系樹脂の密度ρL とがρS ≦ρL の関係にある点にあり、密度ρS とρL との関係（密
度差）は、例えば、次の通りである。
ρL －ρS ＝0～0.1g／cm3 （例えば0.001～0.1g／cm3 程度）、好ましくは　　　0～0.0
5g／cm3 （例えば、0.001～0.05g／cm3 程度）、さらに好ましくは　　　0～0.03g／cm3 
（例えば、0.002～0.03g／cm3 程度）、特に
0～0.01g／cm3 （例えば、0.002～0.01ｇ／ｃｍ3 程度）
シール層のエチレン系樹脂の密度ρS がラミネート層のエチレン系樹脂の密度ρL を越え
ると（ρS ＞ρL ）、低温シール性及び低温シール強度が低下しやすく、シール時の熱で
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ラミネート層の肉厚が薄くなり、フィルム強度や耐衝撃性が低下しやすい。
【００１９】
前記３層構造の複合フィルムの厚さは特に制限されず、通常、２～４００μｍ（例えば、
１０～３００μｍ）、好ましくは８～２００μｍ（例えば、１０～２００μｍ）、さらに
好ましくは２０～１００μｍ程度である。複合フィルムの厚さが２μｍ未満であると、フ
ィルム強度が低下し、４００μｍを越えてもさほど強度が改善されず経済的でない。
【００２０】
さらに、低温ヒートシール性などの特性を損なわない限り、各層の厚みは適当に選択でき
る。中間層の厚みＴI，ラミネート層の厚みＴL，およびシール層の厚みＴSとするとき、
各層の厚みの関係は、例えば、次の通りである。
【００２１】
ＴL ≧４μｍ（例えば、４～１００μｍ、特に５～６０μｍ），好ましくは
ＴL ≧８μｍ（例えば、８～５０μｍ、特に８～２０μｍ程度）
ＴS ≧４μｍ（例えば、４～１００μｍ、特に５～６０μｍ），好ましくは
ＴS ≧８μｍ（例えば、８～５０μｍ、特に８～２０μｍ程度）
ＴL ／ＴI ＝０．１～３（例えば、０．２～３），好ましくは
０．２５～１、さらに好ましくは
０．２５～０．７程度
ＴS ／ＴI ＝０．１～３（例えば、０．２～３），好ましくは
０．２５～１、さらに好ましくは
０．２５～０．７程度
シール層，ラミネート層の厚さが４μｍより小さいとシール強度や耐衝撃性などが低下し
やすい。また、各層の厚みの割合（ＴL ／ＴI ，ＴS ／ＴI ）が０．１未満であると複合
フィルムのシール強度や耐衝撃性などが低下しやすく、３を越えると複合フィルムが柔ら
かくなり、強度やハンドリング性などが低下する。
【００２２】
［基材フィルム層］
前記ラミネート層には、基材フィルム層を積層してもよい。基材フィルム層を形成する樹
脂には、例えば、ポリプロピレン、プロピレン－エチレン共重合体などのプロピレン系樹
脂；ポリビニルアルコール、エチレン－ビニルアルコール共重合体などのビニルアルコー
ル系樹脂；ポリ塩化ビニル；ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチ
レン－アクリロニトリル－ブタジエン共重合体などのスチレン系樹脂；ポリエチレンテレ
フタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリエチレンナフタレ
ート（ＰＥＮ）、ポリブチレンナフタレートなどのポリエステル；ナイロン６、ナイロン
６６、ナイロン６１０、ナイロン６１２、ナイロン１１、ナイロン１２などのナイロン又
はポリアミド；ポリアクリロニトリル；ポリカーボネート；ポリイミド；ポリアミドイミ
ド；ポリエーテルイミド；ポリスルホン；ポリフェニレンスルフィド；セロハンなどのセ
ルロース系ポリマーなどのフィルム形成能を有する熱可塑性樹脂が含まれる。好ましい樹
脂は、例えば、プロピレン系樹脂（ポリプロピレンなど）、ポリアミド（ナイロン６など
）、ポリエステル（ＰＥＴ，ＰＢＴ，ＰＥＮなどのポリアルキレンテレフタレート又はナ
フタレート）などが含まれる。前記樹脂は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００２３】
基材フィルム層は、単層又は２層以上の積層体であってもよい。基材フィルム層は、ベル
ト延伸、テンター延伸、チューブ延伸などの延伸法により一軸又は二軸延伸され、引張り
強度などの機械的強度に優れる延伸フィルムであってもよい。本発明では延伸フィルムを
積層しても、シール層を利用して低温でヒートシールできるため、延伸された基材フィル
ム層の熱収縮を抑制できる。延伸倍率は、例えば、少なくとも一方の方向に１．２～２０
倍、好ましくは１．５～１５倍程度から選択できる。
【００２４】
包装用フィルムなどとして利用する場合、基材フィルム層はガスバリア性を有するのが好
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ましい。ガスバリア性を有する基材フィルム層には、例えば、▲１▼ガスバリア性樹脂（
以下、単に「バリア性樹脂」と称する場合がある）で形成された基材フィルム層、又は▲
２▼バリア性樹脂及び／又はバリア性無機成分で形成されたバリア層を有する基材フィル
ム層などが含まれる。通常、バリア層が形成された基材フィルム層を利用する場合が多い
。
【００２５】
バリア性樹脂としては、塩化ビニリデン－塩化ビニル共重合体、塩化ビニリデン－酢酸ビ
ニル共重合体、塩化ビニリデン－アクリロニトリル共重合体、塩化ビニリデン－（メタ）
アクリレート共重合体などの塩化ビニリデン系共重合体、ポリビニルアルコール、エチレ
ン－ビニルアルコール共重合体などのビニルアルコール系樹脂などが例示できる。バリア
性樹脂は単独で又は二種以上混合して使用できる。なお、前記バリア性樹脂は、基材フィ
ルム層に積層してバリア層を形成してもよく、基材フィルム層に塗布（コーティング）し
てバリア層を形成してもよい。
バリア性無機成分には、例えば、インジウム、錫、アルミニウムなどの金属単体、酸化ア
ルミニウム、酸化錫、酸化インジウム、酸化ケイ素（例えば、一酸化ケイ素、二酸化ケイ
素など）などの金属酸化物や複合金属酸化物などが含まれる。無機バリア成分は単独で又
は二種以上混合して使用してもよい。なお、バリア性無機成分は、基材フィルム層に蒸着
してバリア層を形成してもよく、金属箔などのバリア性無機成分を基材フィルム層に積層
してバリア層を形成してもよい。
【００２６】
前記基材フィルム層は、押し出しラミネートなどにより前記ラミネート層に直接積層して
もよく、ドライラミネートなどにより接着剤を介して、前記ラミネート層に積層できる。
バリア層が形成されている基材フィルム層を積層する場合、バリア層を介して基材フィル
ム層をラミネート層に積層してもよい。接着剤としては、ポリエステル系接着剤、ウレタ
ン系接着剤などの種々の接着剤が使用でき、通常、二液硬化型ウレタン系接着剤が使用さ
れる。
なお、硬質のバリア層を形成した基材フィルム層を利用すると、一般に耐衝撃性などが低
下しやすい。特に基材フィルム層のバリア層とラミネート層とを積層すると、耐衝撃性が
低下しやすい。しかし、本発明では、ラミネート層が低密度で柔軟なエチレン系樹脂で構
成されているため、ラミネート層により外力を緩衝でき、バリア層の亀裂を防止又は抑制
できる。好ましい複合フィルムでは、基材フィルム層の少なくとも一方の面に、バリア性
樹脂（塩化ビニリデン系樹脂など）およびバリア性無機成分（シリカ，アルミナなど）か
ら選択された少なくとも一種でバリア層が形成され、このバリア層を介して基材フィルム
層がラミネート層に積層されている。
【００２７】
基材フィルム層の厚さは、例えば、５～１００μｍ、好ましくは１０～５０μｍの範囲か
ら選択できる。
バリア性樹脂で形成されたバリア層の厚さは、例えば、０．０５～１５μｍ、好ましくは
０．１～１０μｍ、さらに好ましくは０．２～５μｍ程度である。また、バリア性無機成
分の蒸着により形成されたバリア層の厚さは、例えば、５０～５０００オングストローム
、好ましくは１００～３０００オングストローム程度の範囲から選択できる。
【００２８】
なお、前記ラミネート層及び／又は基材フィルム層には、密着性を高めるため、必要に応
じて、コロナ放電処理、オゾン処理、紫外線処理、超音波処理、プラズマ処理などの慣用
の表面処理を施してもよい。
本発明の複合フィルムの各層（中間層，シール層，ラミネート層，基材フィルム層）は、
その特性を損なわない範囲で慣用の添加剤、例えば、酸化防止剤、紫外線吸収剤、熱安定
剤などの安定剤、帯電防止剤、難燃剤、可塑剤、充填剤、アンチブロッキング剤、滑剤、
ワックス、着色剤などを含んでいてもよい。好ましい態様では、通常、シール層やラミネ
ート層は、アンチブロッキング剤や滑剤などを含有している。
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【００２９】
前記アンチブロッキング剤には、例えば、タルク、シリカ、二酸化珪素、ゼオライトなど
の無機粉体などで構成された粉粒状アンチブロッキング剤が含まれる。アンチブロッキン
グ剤の平均粒径は、例えば、０．１～１０μｍ、好ましくは１～８μｍ程度であってもよ
い。
滑剤には、例えば、高級脂肪酸アミド（例えば、ラウリン酸アミド、ミリスチン酸アミド
、パルミチン酸アミド、ステアリン酸アミド、オキシステアリン酸アミド、アラキン酸ア
ミド、ベヘン酸アミドなどのＣ12-22 飽和脂肪酸アミド、オレイン酸アミド、エライジン
酸アミド、リノール酸アミド、リノレン酸アミド、リシノール酸アミド、アラキドン酸ア
ミド、エルカ酸アミドなどのＣ18-22 不飽和脂肪酸アミド、メチレンビスステアリン酸ア
ミド、エチレンビスステアリン酸アミド、メチレンビスオレイン酸アミド、エチレンビス
オレイン酸アミドなどのアルキレン－ビス－飽和又は不飽和脂肪酸アミドなど）などが含
まれる。
【００３０】
［複合フィルムの製造方法］
前記３層構造の複合フィルムは、前記中間層の一方の面にシール層を積層するとともに、
他方の面にラミネート層を積層することにより得ることができる。積層方法は特に制限さ
れず、慣用の方法、例えば、マルチマニホールドＴダイを用いた共押出し法、リングダイ
を用いた共押出しインフレーション方法などの多層共押出成形方法が挙げられる。
押出成形温度は、例えば、１５０～３００℃、好ましくは１８０～２５０℃、さらに好ま
しくは２００～２５０℃程度である。
なお、押出し成形後、フィルムは前記延伸処理及び／又は表面処理に供してもよい。
【００３１】
基材フィルム層が積層された複合フィルムは、押出しラミネート法により直接的に、又は
ドライラミネート法により接着剤を介して、ラミネート層に基材フィルム層を積層するこ
とにより得ることができる。基材フィルム層は、前記３層構造の複合フィルムの押出成形
とともに、共押出し成形により積層してもよく、３層構造の複合フィルムのラミネート層
に、基材フィルム層を溶融押出して貼合わせて積層してもよく、基材フィルム層に３層構
造の溶融フィルムのラミネート層を貼合わせることにより積層してもよい。また、バリア
層を有する基材フィルム層を用いる場合、基材フィルム層のいずれの面をラミネート層と
積層してもよい。好ましい方法には、接着剤を用いて又は用いることなく、一軸又は二軸
延伸された基材フィルム層をラミネート層に積層する方法が含まれる。前記接着剤の塗布
量は、例えば、０．５～２０ｇ／ｍ2 程度の範囲から適当に選択できる。
【００３２】
本発明の複合フィルムは、低温ヒートシール性に優れているので、ヒートシール性が必要
とされる種々の用途、例えば、包装用フィルム、特に食品包装用フィルムなどとして利用
できる。
【００３３】
【発明の効果】
本発明の複合フィルムは、エチレン系樹脂を特定の関係で組み合わせた３層構造を有する
ため、低温でシールしても高いシール強度が発現する。また、高い低温ヒートシール性と
、強度、耐衝撃性及び取扱い性とを両立できる。さらに、基材フィルム層をラミネート層
と積層すると、機械的強度を向上でき、バリア性を有する基材フィルム層をラミネート層
と積層すると、前記優れた特性を維持しつつ、高いガスバリア性が得られる。
本発明の方法では、前記中間層、シール層、ラミネート層を、特定の層構成で積層するだ
けで、前記優れた特性を有する複合フィルムを製造できる。
【００３４】
【実施例】
以下に、実施例及び比較例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの
実施例により限定されるものではない。
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実施例および比較例では、以下のエチレン系樹脂および添加剤を用いた。
［中間層］
Ｓ－ＬＬ３：メタロセン系触媒による直鎖状低密度ポリエチレン（宇部興産（株）製、ユ
メリット2540、密度0.925/cm3 、ＭＩ＝4g/10分）
Ｚ－ＬＬ２：チーグラー触媒による直鎖状低密度ポリエチレン（三菱化学（株）製、三菱
ポリエチC6 SF840、密度0.929/cm3 、ＭＩ＝2g/10分）
［被覆層（ラミネート層、シール層）］
Ｓ－ＬＬ１：メタロセン系触媒による直鎖状低密度ポリエチレン（宇部興産（株）製、ユ
メリット0540、密度0.905／ｃｍ3 、ＭＩ＝4g/10分）
Ｓ－ＬＬ２：メタロセン系触媒による直鎖状低密度ポリエチレン（宇部興産（株）製、ユ
メリット1040、密度0.910/cm3 、ＭＩ＝4g/10分）
Ｚ－ＬＬ１：チーグラー触媒による直鎖状低密度ポリエチレン（住友化学（株）製、スミ
カセンL FZ251-1、密度0.912/cm3 、ＭＩ＝2g/10分）
［アンチブロッキング剤］
平均粒径５μｍのシリカ（シール層およびラミネート層に、重量基準で、それぞれ９００
０ｐｐｍ、３０００ｐｐｍ添加）
［滑剤］
エチレンビスオレイン酸アミド（シール層、中間層、ラミネート層に、重量基準で、それ
ぞれ６００ｐｐｍ添加）。
【００３５】
実施例１～２および比較例１～５
表１に示す組成の中間層、ラミネート層およびシール層で構成された複合フィルムを、以
下の成形方法により作製した。
シール層を形成するための押出機（スクリュの外径５０ｍｍφ、Ｌ／Ｄ＝２８）、中間層
を形成するための押出機（スクリュの外径６５ｍｍφ、Ｌ／Ｄ＝２８）、ラミネート層を
形成するための押出機（スクリュの外径５０ｍｍφ、Ｌ／Ｄ＝２８）が３種３層マルチマ
ニホールドＴダイ（幅１０００ｍｍ）に接続された装置を用いた。この装置の押出し機に
それぞれ各層用のエチレン系樹脂を供給し、温度２３０℃でＴダイから、６０℃の冷却ロ
ール上へ押出し、中間層の一方の面にシール層が積層され、他方の面にラミネート層が積
層された複合フィルムを得た。この複合フィルムのうちラミネート層の表面をコロナ放電
処理し、表面張力４２dyne/cmのラミネート層を形成した。
この複合フィルム全体の厚さは５０μｍであり、各層の厚さは、シール層／中間層／ラミ
ネート層＝１０／３０／１０（μｍ）である。フィルム成形後、巻き取ったフィルムのロ
ールを４０℃で２日間エージングした。
【００３６】
得られた複合フィルムについて、引張り強度、フィルムインパクト、シール強度などの特
性を以下のようにして測定した。
（１）引張強度
ＪＩＳ　Ｋ６７８２に準じ、引張試験機（オリエンテック（株），テンシロンＲＴＭ－１
００型）を用いて複合フィルムの引張り強度を測定した。
（２）フィルムインパクト
東洋精機（株）製，「フィルムインパクトテスター」を用いて、複合フィルムのフィルム
インパクトを測定した。
【００３７】
（３）ヒートシール強度
複合フィルムのうちコロナ放電処理したラミネート層と、二軸延伸６－ナイロンフィルム
（ＯＮＹ）のコロナ放電処理面とを接着剤（２液反応型ウレタン系接着剤）を用いてドラ
イラミネートし、４０℃で２日間エージングすることにより試料を調製した。ＯＮＹとし
ては、東洋紡績（株）製，バーデンフィルムＮ１１００（厚み１５μｍ）を用いた。
ヒートシール機（テスター産業（株）製，HEAT SEAL TESTER TP-701-B型）を用い、シー
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ル圧力２ｋｇｆ／ｃｍ2 、シール時間１秒、シール温度８０～１１０℃（５℃間隔）、１
１０～１５０℃（１０℃間隔）の条件でヒートシールし、切り出しによりシール幅１５ｍ
ｍの測定サンプルを調製した。
そして、引張試験機（オリエンテック（株），テンシロンＲＴＭ－１００型）を用いて、
引張速度３００ｍｍ／分の条件で、幅１５ｍｍのヒートシール部の引張り強度をＴ剥離に
より測定した。
【００３８】
（４）耐衝撃性
複合フィルムのうちコロナ放電処理したラミネート層と、下記の二軸延伸基材フィルムの
コロナ放電処理面又は塩化ビニリデン樹脂のコーティング層とを、接着剤（２液反応型ウ
レタン系接着剤）を用いてドライラミネートし、４０℃で２日間エージングすることによ
り四角形状試料（２００ｍｍ×３００ｍｍ）を調製した。
二軸延伸基材フィルム：
（ａ）コロナ放電処理したＯＮＹ（厚み１５μｍ）
（ｂ）コロナ放電処理したポリプロピレンフィルム（ダイセル化学工業（株）製Ｄ－１，
厚み２０μｍ，以下「ＯＰＰ」と称する場合がある）
（ｃ）塩化ビニリデン樹脂をコーティングしたＯＮＹ（ダイセル化学工業（株）製，ＫＯ
Ｎ＃６０００，厚み１５μｍ，以下「ＫＯＮ」と称する場合がある）
（ｄ）塩化ビニリデン樹脂をコーティングしたＯＰＰ（ダイセル化学工業（株）製，ＫＯ
Ｐ＃６０００，厚み２０μｍ，以下「ＫＯＰ」と称する場合がある）前記ヒートシール機
を用い、調製した試料のうち長手方向の一方の端部を余して３つの縁部を、ヒートシール
幅１０ｍｍでヒートシールし、長手方向の一方の端部に開口部を有する三方シール袋（２
００ｍｍ×３００ｍｍ）を得た。なお、ヒートシール条件は、圧力２ｋｇ／ｃｍ2 、シー
ル時間１秒、温度１５０℃である。
三方シール袋の開口部からポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）製パイプ（内径５６ｍｍ、外径６０
ｍｍ）の一方の端部を挿入し、袋底部のヒートシール部に鉄球（重さ３６０ｇ）があたる
ように強粘着性テープで袋を固定した。なお、ＰＶＣ製パイプとしては、ＯＰＰ，ＫＯＰ
については長さ１６００ｍｍのパイプを用い、ＯＮＹ，ＫＯＮについては長さ２０００ｍ
ｍのパイプを用いた。
そして、ＰＶＣ製パイプのうち袋を取り付けた端部を下にして、ＰＶＣ製パイプの他方の
開口端部（上端）から鉄球を落下させる操作を繰り返し、袋が破れるまでの回数を測定し
た。
なお、優（○），良（△）、不良（×）の基準で、低温シール性、落球試験及びハンドリ
ング性について評価するとともに、総合評価した。
【００３９】
結果を表１に示す。
【００４０】
【表１】
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表１より、比較例に比べて、実施例の複合フィルムは、低温ヒートシール性が高く、シー
ル温度が低くても高いシール強度が発現する。また、実施例の複合フィルムは、高い引張
り強度、耐衝撃性及びハンドリング性も備えている。さらに、塩化ビニリデン系樹脂によ
る硬質のコート層（バリア層）を備えたＫコート品と非コート品との間に落球衝撃試験結
果に差が無かった。
これに対して、比較例１では低温シール性やハンドリング性が劣り、比較例２ではフィル
ムが軟質であり加工作業性が低下する。比較例３のフィルムでは低温シール性，耐衝撃性
が低下し、比較例４及び５では、Ｋコート品での耐衝撃性が小さい。
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